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歳出の主な事業

A民生費
社会･老人･児童福祉、生活保護などの
経費、後期高齢者医療・国民健康保険
特別会計への繰出金など
■保育園大規模改修事業など

B総務費
市の全般的な管理事務などの経費
■市制施行60周年記念式典

D教育費
小･中学校の管理運営､生涯学習などの経費
■運動公園庭球場大規模改修事業
■プログラミング教育の実施などICT教育充実

E土木費
道路･河川の新設や改良などの経費
■高部・安国寺地区歴史環境整備事業
■生活道路・幹線道路整備事業

F商工費
商工業の振興や観光業の振興などの経費
■ちの観光まちづくり推進機構設立
■コワーキングスペースを通じた起業創業
　支援

C公債費
市の借金である市債の元金、利子の返済金

G衛生費
保健予防、環境美化やごみ処理などの経費

H消防費
消防､防災対策などの経費

I農林水産業費
農林業の振興や土地改良事業などの経費

歳　出

平成30年度

決算報告

242億9064万円

A民生費
78億8309万円
（32.5％）

B総務費
42億7960万円
（17.6％）

C公債費
27億3320万円
（11.3％）

G衛生費
　14億8512万円
　（6.1％）

H消防費
　7億2895万円
　（3.0％） I農林水産業費費

　4億8817万円
　（2.0％）

　その他
３億4688万円

（1.4％）

F商工費
16億8859万円
（7.0％）

　D教育費
 24億1100万円
 （9.9％）

　E土木費
 22億4604万円
 （9.2％）

　その他
28億5942万円
（11.4％）

特
別
会
計

企
業
会
計

歳出

　平成30年度の決算状況をお知らせします。市では、健全な財政運営が求められる中で、限られた財源を有効かつ
計画的に支出し、さまざまな分野において、たくさんの事業を実施しました。皆さんから納めていただいた税金な
ど、市に入ったお金がどのように使われたのかご紹介します。

問　企画財政課　財政係　
　　　　　　☎72-2101（内線154・155）
※茅野市が関わるその他の会計の決算状況等につ
いては、各会計担当課へお問い合わせください。

市税
85億7742万円
（34.1％）

市債
24億3850万円（9.7％）
事業を行うために借り入れた
お金

国庫支出金
18億1243万円（7.2％）
特定の目的のために、国から
交付されたお金

県支出金
10億8936万円（4.3％）
特定の目的のために、県から
交付されたお金

繰越金
９億9829万円（4.0％）
前年度から繰越されたお金繰入金

8320万円（0.3％）
一般会計以外の会計や基金
から繰り入れたお金

諸収入
16億5585万円（6.6％）
講座受講料や、冊子の売上金
など他の科目に分類されない
様々な収入

地方交付税
56億2667万円
（22.4％）

251億4114万円

歳入 国が徴収した所得税
などの税金の中から、
市の財政状況に応じ
て交付されたお金

◇市税の内訳

歳　入

● 実質収支額　７億7200万円の黒字

会計別決算状況

種　類
個人市民税
法人市民税
固定資産税
軽自動車税

収入済額
28億3868万円
6億326万円

40億6398万円
1億9536万円

種　類
市たばこ税
入湯税
都市計画税

収入済額
3億855万円
6968万円

4億9790万円

歳入は、一般会計で251億4114万円
となり、前年度に比べ18億653万円
増加しました。歳入の主な増加理由
は、諏訪東京理科大学の公立化等に
伴う地方交付税の増12億8434万円、
保育園の大規模改修等に伴う市債の
増６億6120万円などです。
歳入割合のトップを占める市税は、市
民税（個人・法人）が9013万円の増、
軽自動車税が564万円の増などによ
り、総額85億7742万円、対前年比
8109万円の増となりました。

市債・基金の状況

市債の状況【一般会計】
　平成30年度末の市債残高は、264億
8500万円、前年比で２億1011万円の減
となりました。市民一人あたりに換算し
ますと、約47万円の借金があることにな
ります。なお、市債は将来にわたって返
済しなければなりませんが、返済額のう
ち約６割は、地方交付税として毎年の返
済額に応じて国から市へ交付されます。
　平成30年度末の基金残高は43億6630
万円、前年比で２億3669万円の増となり
ました。市民一人あたりに換算しますと、
約８万円の預金があることになります。

29年度末残高

266億9511万円

30年度償還額

26億4861万円

30年度借入額

24億3850万円

30年度末残高

264億8500万円

基金の状況【一般会計】
29年度末残高

41億2961万円

30年度取崩額

3286万円

30年度積立額

2億6955万円

30年度末残高

43億6630万円

（収入）
（支出）
（収入）
（支出）
（収入）
（支出）
（収入）
（支出）

一　般　会　計
会　計　区　分 予　算　現　額 歳　入　決　算 歳　出　決　算

財 産 区 特 別 会 計

合　　　計

計

（収入）
（支出）

国 民 健 康 保 険
後 期 高 齢 者 医 療

263億8055万円
57億7254万円
7億3161万円
65億415万円
22億7502万円
27億9027万円
28億1791万円
38億5506万円
2億3142万円
2億3325万円
53億2436万円
68億7858万円
14億3052万円
396億3958万円
411億9380万円

251億4114万円
56億2546万円
7億5960万円
63億8506万円
22億6816万円

 
28億3407万円

 
2億2067万円

 
53億2290万円

 
14億1848万円
382億6758万円

 

242億9064万円
54億2087万円
7億2815万円
61億4902万円

24億8220万円
 

36億6393万円
 

2億1610万円
 

63億6223万円
10億7274万円

 
378億7463万円

水 道 事 業 会 計

下水道事業会計

国保診療所特別会計

　 計 　

歳出は、一般会計で242億9064万円となり、
前年度に比べ19億5431万円増加しました。歳
出の主な増加理由は、公立諏訪東京理科大学を
設置する諏訪広域公立大学事務組合への負担金
の増などによる総務費の増16億6631万円、保
育園の大規模改修事業などによる民生費の増５
億6441万円などです。

算決

広報ちの　2019.11広報ちの　2019.119 8

歳出の主な事業

A民生費
社会･老人･児童福祉、生活保護などの
経費、後期高齢者医療・国民健康保険
特別会計への繰出金など
■保育園大規模改修事業など

B総務費
市の全般的な管理事務などの経費
■市制施行60周年記念式典

D教育費
小･中学校の管理運営､生涯学習などの経費
■運動公園庭球場大規模改修事業
■プログラミング教育の実施などICT教育充実

E土木費
道路･河川の新設や改良などの経費
■高部・安国寺地区歴史環境整備事業
■生活道路・幹線道路整備事業

F商工費
商工業の振興や観光業の振興などの経費
■ちの観光まちづくり推進機構設立
■コワーキングスペースを通じた起業創業
　支援

C公債費
市の借金である市債の元金、利子の返済金

G衛生費
保健予防、環境美化やごみ処理などの経費

H消防費
消防､防災対策などの経費

I農林水産業費
農林業の振興や土地改良事業などの経費

歳　出

平成30年度

決算報告

242億9064万円

A民生費
78億8309万円
（32.5％）

B総務費
42億7960万円
（17.6％）

C公債費
27億3320万円
（11.3％）

G衛生費
　14億8512万円
　（6.1％）

H消防費
　7億2895万円
　（3.0％） I農林水産業費費

　4億8817万円
　（2.0％）

　その他
３億4688万円

（1.4％）

F商工費
16億8859万円
（7.0％）

　D教育費
 24億1100万円
 （9.9％）

　E土木費
 22億4604万円
 （9.2％）

　その他
28億5942万円
（11.4％）

特
別
会
計

企
業
会
計

歳出

　平成30年度の決算状況をお知らせします。市では、健全な財政運営が求められる中で、限られた財源を有効かつ
計画的に支出し、さまざまな分野において、たくさんの事業を実施しました。皆さんから納めていただいた税金な
ど、市に入ったお金がどのように使われたのかご紹介します。

問　企画財政課　財政係　
　　　　　　☎72-2101（内線154・155）
※茅野市が関わるその他の会計の決算状況等につ
いては、各会計担当課へお問い合わせください。

市税
85億7742万円
（34.1％）

市債
24億3850万円（9.7％）
事業を行うために借り入れた
お金

国庫支出金
18億1243万円（7.2％）
特定の目的のために、国から
交付されたお金

県支出金
10億8936万円（4.3％）
特定の目的のために、県から
交付されたお金

繰越金
９億9829万円（4.0％）
前年度から繰越されたお金繰入金

8320万円（0.3％）
一般会計以外の会計や基金
から繰り入れたお金

諸収入
16億5585万円（6.6％）
講座受講料や、冊子の売上金
など他の科目に分類されない
様々な収入

地方交付税
56億2667万円
（22.4％）

251億4114万円

歳入 国が徴収した所得税
などの税金の中から、
市の財政状況に応じ
て交付されたお金

◇市税の内訳

歳　入

● 実質収支額　７億7200万円の黒字

会計別決算状況

種　類
個人市民税
法人市民税
固定資産税
軽自動車税

収入済額
28億3868万円
6億326万円

40億6398万円
1億9536万円

種　類
市たばこ税
入湯税
都市計画税

収入済額
3億855万円
6968万円

4億9790万円

歳入は、一般会計で251億4114万円
となり、前年度に比べ18億653万円
増加しました。歳入の主な増加理由
は、諏訪東京理科大学の公立化等に
伴う地方交付税の増12億8434万円、
保育園の大規模改修等に伴う市債の
増６億6120万円などです。
歳入割合のトップを占める市税は、市
民税（個人・法人）が9013万円の増、
軽自動車税が564万円の増などによ
り、総額85億7742万円、対前年比
8109万円の増となりました。

市債・基金の状況

市債の状況【一般会計】
　平成30年度末の市債残高は、264億
8500万円、前年比で２億1011万円の減
となりました。市民一人あたりに換算し
ますと、約47万円の借金があることにな
ります。なお、市債は将来にわたって返
済しなければなりませんが、返済額のう
ち約６割は、地方交付税として毎年の返
済額に応じて国から市へ交付されます。
　平成30年度末の基金残高は43億6630
万円、前年比で２億3669万円の増となり
ました。市民一人あたりに換算しますと、
約８万円の預金があることになります。

29年度末残高

266億9511万円

30年度償還額

26億4861万円

30年度借入額

24億3850万円

30年度末残高

264億8500万円

基金の状況【一般会計】
29年度末残高

41億2961万円

30年度取崩額

3286万円

30年度積立額

2億6955万円

30年度末残高

43億6630万円

（収入）
（支出）
（収入）
（支出）
（収入）
（支出）
（収入）
（支出）

一　般　会　計
会　計　区　分 予　算　現　額 歳　入　決　算 歳　出　決　算

財 産 区 特 別 会 計

合　　　計

計

（収入）
（支出）

国 民 健 康 保 険
後 期 高 齢 者 医 療

263億8055万円
57億7254万円
7億3161万円
65億415万円
22億7502万円
27億9027万円
28億1791万円
38億5506万円
2億3142万円
2億3325万円
53億2436万円
68億7858万円
14億3052万円
396億3958万円
411億9380万円

251億4114万円
56億2546万円
7億5960万円
63億8506万円
22億6816万円

 
28億3407万円

 
2億2067万円

 
53億2290万円

 
14億1848万円
382億6758万円

 

242億9064万円
54億2087万円
7億2815万円
61億4902万円

24億8220万円
 

36億6393万円
 

2億1610万円
 

63億6223万円
10億7274万円

 
378億7463万円

水 道 事 業 会 計

下水道事業会計

国保診療所特別会計

　 計 　

歳出は、一般会計で242億9064万円となり、
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